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議案第1 0 2号 

 

令和７年度和歌山県一般会計補正予算 

 

令和７年度和歌山県の一般会計補正予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 546,253千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ 615,076,920千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算の補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加及び変更は、「第２表 債務負担行為の補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債の補正」による。 

 

令和７年６月10日提出 

 

和歌山県知事 宮 﨑   泉 
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　 第１表　歳入歳出予算の補正　 (歳　　入)

補 正 前 の 額

千円 千円 千円

款 項 補 正 額 計

7 分 担 金 及 び 負 担 金 808,532 720 809,252

9 国 庫 支 出 金 81,582,520 523,860 82,106,380

2 負 担 金 796,307 720 797,027

3 委 託 金 2,135,135 32,638 2,167,773

2 国 庫 補 助 金 42,285,831 491,222 42,777,053

2 基 金 繰 入 金 28,258,874 15,373 28,274,247

12 繰 入 金 28,400,770 15,373 28,416,143

1 県 債 53,598,900 6,300 53,605,200

15 県 債 53,598,900 6,300 53,605,200

歳 入 合 計 614,530,667 546,253 615,076,920
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　 　　　　　　　　　　　　　　 (歳　　出)

補 正 前 の 額

千円 千円 千円

款 項 補 正 額 計

2 総 務 費 36,581,510 32,638 36,614,148

4 衛 生 費 16,023,289 19,008 16,042,297

7 統 計 調 査 費 853,021 32,638 885,659

6 農 林 水 産 業 費 24,212,112 3,956 24,216,068

4 医 薬 費 7,921,369 19,008 7,940,377

8 土 木 費 72,376,892 7,200 72,384,092

5 水 産 業 費 2,849,535 3,956 2,853,491

10 教 育 費 115,883,026 483,451 116,366,477

3 河 川 海 岸 費 16,492,451 7,200 16,499,651

4 高 等 学 校 費 22,085,288 264,916 22,350,204

1 教 育 総 務 費 14,720,153 218,535 14,938,688

歳 出 合 計 614,530,667 546,253 615,076,920
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 第２表　債務負担行為の補正

　 　１　追　　　加

限 度 額

千円 

1  自 令和７年度

 至 令和12年度

2  自 令和７年度

 至 令和12年度

事 項 期 間

令和７年度和歌山県点字図書館指
定管理者の指定に係る協定 (６年)

る協定

232,430

令和７年度和歌山県聴覚障害者情
報センター指定管理者の指定に係 (６年) 202,230
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　 　２　変　　　更

千円 千円

1 令和８年度 (１年) 270,000

線道路改良

令和７年度県道粉河寺 令和８年度 (１年) 100,000

補 正 前 補 正 後
事 項

期 間 限 度 額 期 間 限 度 額
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利 率

発行を含む。）

きる。

他の地方公共

団体との共同

％

（ただし、利

率見直し方式

で借り入れる

公的資金につ

いて利率の見

直しを行った

後においては、

(3)借入方法

　普通貸借又

は債券発行（

部を後年度へ

繰越して起債

することがで

の全部又は一

(2)借入時期

　令和７年度

ただし、事業

その他の都合

5.0以内

第３表 地方債の補正

1

により起債額

変 更

　政府、銀行

又はその他

るものとする。

ては、その融通条

償 還 の 方 法

緊急自然災害防止 (1)借  入  先 　公的資金につい3,441,600 3,447,900

千円 千円

起 債 の 目 的

限 度 額

補 正 前 補 正 後

起 債 の 方 法

　ただし、県財政

対 策 事 業

件により、銀行そ

の他の場合にはそ

の都合により、年

限変更、繰上償還

又は低利借換えす

ることができる。

当該見直し後

の利率）

の債権者と協定す
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議案第1 0 3号 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和７年６月10日提出 

和歌山県知事 宮 﨑   泉 

和歌山県条例第   号 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

職員の育児休業等に関する条例（平成４年和歌山県条例第９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（目的） 
第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に
関する法律（平成３年法律第1 1 0号。以下「育
児休業法」という。）第２条第１項、第３条第
２項、第５条第２項（育児休業法第19条第６項
において準用する場合を含む。）、第７条、第
８条、第10条第１項及び第２項、第14条及び第
15条（これらの規定を育児休業法第17条におい
て準用する場合を含む。）、第17条、第18条第
３項並びに第19条第１項から第３項まで及び第
５項の規定に基づき、並びに育児休業法を実施
するため、職員の育児休業等に関し必要な事項
を定めるものとする。 

 
（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員につい
ての職員の給与に関する条例の特例） 

第27条 育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員に
ついての職員の給与に関する条例の規定の適用
については、次の表の左欄に掲げる同条例の規
定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表
の右欄に掲げる字句とする。 

略 

第25条の２ 第14条 
 
 

第14条、第14条
の５ 

前条 第21条 

略 略 

 
（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員につい
ての教育職員の給与に関する条例の特例） 

第28条 育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員に
ついての教育職員の給与に関する条例の規定の
適用については、次の表の左欄に掲げる同条例
の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ
同表の右欄に掲げる字句とする。 

略 

第21条の２ 第14条 
 
 
 
 

第14条、第14条
の４ 

 
  

 前条 第16条の３から
第16条の５まで 

（目的） 
第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に
関する法律（平成３年法律第1 1 0号。以下「育
児休業法」という。）第２条第１項、第３条第
２項、第５条第２項、第７条、第８条、第10条
第１項及び第２項、第14条及び第15条（これら
の規定を育児休業法第17条において準用する場
合を含む。）、第17条、第18条第３項並びに第
19条第１項及び第２項の規定に基づき、並びに
育児休業法を実施するため、職員の育児休業等
に関し必要な事項を定めるものとする。 
 
 
 
（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員につい
ての職員の給与に関する条例の特例） 

第27条 育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員に
ついての職員の給与に関する条例の規定の適用
については、次の表の左欄に掲げる同条例の規
定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表
の右欄に掲げる字句とする。 

略 

第25条の２ 第20条、第
21条及び前
条 

第20条及び第21
条 

  

略 略 

 
（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員につい
ての教育職員の給与に関する条例の特例） 

第28条 育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員に
ついての教育職員の給与に関する条例の規定の
適用については、次の表の左欄に掲げる同条例
の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ
同表の右欄に掲げる字句とする。 

略 

第21条の２ 第15条の４
、第16条の
３から第16
条の５まで
及び前条 

第15条の４及び
第16条の３から
第16条の５まで 
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 略 略 

 
（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員につい
ての警察職員の給与に関する条例の特例） 

第29条 育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員に
ついての警察職員の給与に関する条例の規定の
適用については、次の表の左欄に掲げる同条例
の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ
同表の右欄に掲げる字句とする。 

略 

第23条の２ 及び前条 
 

、第12条の４及
び第20条 
 

略 略 

 
（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員につい
ての市町村立学校職員の給与に関する条例の特
例） 

第30条 育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員に
ついての市町村立学校職員の給与に関する条例
の規定の適用については、次の表の左欄に掲げ
る同条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、
それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

略 

第22条の２ 第16条 
 
 
 
 

第16条、第16条
の４ 

及び前条 、第18条の３か
ら第18条の５ま
で及び第20条 

 
（部分休業をすることができない職員） 

第31条 育児休業法第19条第１項の条例で定める
職員は、次に掲げる職員とする。 
(１) 略 
(２) 勤務日の日数を考慮して人事委員会規則で

定める非常勤職員以外の非常勤職員（地方公
務員法第22条の４第１項に規定する短時間勤
務の職を占める職員を除く。次条第２項及び
第３項において同じ。） 

 
 
（第１号部分休業の承認） 

第32条 育児休業法第19条第２項第１号に掲げる
範囲内で請求する同条第１項に規定する部分休
業（次項及び第３項において「第１号部分休業
」という。）の承認は、30分を単位として行う
ものとする。 

 
 
 
２ 労働基準法第67条の規定による育児時間（以
下「育児時間」という。）又は勤務時間条例第
15条の２第１項の介護時間（以下この項及び次
項において「介護時間」という。）を承認され
ている職員（非常勤職員を除く。）に対する第
１号部分休業の承認については、１日につき２
時間から当該育児時間又は当該介護時間を承認
されている時間を減じた時間を超えない範囲内
で行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する第１号部分休業の承認に
ついては、１日につき、当該非常勤職員につい

   

 略 略 

 
（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員につい
ての警察職員の給与に関する条例の特例） 

第29条 育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員に
ついての警察職員の給与に関する条例の規定の
適用については、次の表の左欄に掲げる同条例
の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ
同表の右欄に掲げる字句とする。 

略 

第23条の２ 第14条の２
、第20条及
び前条 

第14条の２及び
第20条 

略 略 

 
（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員につい
ての市町村立学校職員の給与に関する条例の特
例） 

第30条 育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員に
ついての市町村立学校職員の給与に関する条例
の規定の適用については、次の表の左欄に掲げ
る同条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、
それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

略 

第22条の２ 第18条の３
から第18条
の５まで、
第20条及び
前条 

第18条の３から
第18条の５まで
及び第20条 

 
 
 

 

 
（部分休業をすることができない職員） 

第31条 育児休業法第19条第１項の条例で定める
職員は、次に掲げる職員とする。 
(１) 略 
(２) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を

考慮して人事委員会規則で定める非常勤職員
以外の非常勤職員（地方公務員法第22条の４
第１項に規定する短時間勤務の職を占める職
員（次条において「定年前再任用短時間勤務
職員等」という。）を除く。） 

 
（部分休業の承認） 

第32条 部分休業（育児休業法第19条第１項に規
定する部分休業をいう。以下同じ。）の承認は
、勤務時間条例第８条第１項に規定する正規の
勤務時間（非常勤職員（定年前再任用短時間勤
務職員等を除く。以下この条において同じ。）
にあっては、当該非常勤職員について定められ
た勤務時間）の始め又は終わりにおいて、30分
を単位として行うものとする。 

２ 労働基準法第67条の規定による育児時間（以
下「育児時間」という。）又は勤務時間条例第
15条の２第１項の介護時間（以下この項及び次
項において「介護時間」という。）を承認され
ている職員（非常勤職員を除く。）に対する部
分休業の承認については、１日につき２時間か
ら当該育児時間又は当該介護時間を承認されて
いる時間を減じた時間を超えない範囲内で行う
ものとする。 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認について
は、１日につき、当該非常勤職員について１日
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て１日につき定められた勤務時間から５時間45
分を減じた時間を超えない範囲内で（当該非常
勤職員が育児時間又は介護時間を承認されてい
る場合にあっては、当該時間を超えない範囲内
で、かつ、２時間から当該育児時間又は当該介
護時間を承認されている時間を減じた時間を超
えない範囲内で）行うものとする。 

 
（第２号部分休業の承認） 

第32条の２ 育児休業法第19条第２項第２号に掲
げる範囲内で請求する同条第１項に規定する部
分休業（以下この条において「第２号部分休業
」という。）の承認は、１時間を単位として行
うものとする。ただし、次の各号に掲げる場合
にあっては、それぞれ当該各号に定める時間数
の第２号部分休業を承認することができる。 
(１) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を

単位とした時間がある場合であって、当該勤
務時間の全てについて承認の請求があったと
き 当該勤務時間の時間数 

(２) 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の
端数がある場合であって、当該残時間数の全
てについて承認の請求があったとき 当該残
時間数 

 
（育児休業法第19条第２項の条例で定める１年
の期間） 

第32条の３ 育児休業法第19条第２項の条例で定
める１年の期間は、毎年４月１日から翌年３月
31日までとする。 

 
（育児休業法第19条第２項第２号の人事院規則
で定める時間を基準として条例で定める時間） 

第32条の４ 育児休業法第19条第２項第２号の人
事院規則で定める時間を基準として条例で定め
る時間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ
、当該各号に定める時間とする。 
(１) 非常勤職員以外の職員 77時間30分 
(２) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日

当たりの勤務時間数に10を乗じて得た時間 
 
（育児休業法第19条第３項の条例で定める特別
の事情） 

第32条の５ 育児休業法第19条第３項の条例で定
める特別の事情は、配偶者が負傷又は疾病によ
り入院したこと、配偶者と別居したことその他
の同条第２項の規定による申出をした時に予測
することができなかった事実が生じたことによ
り同条第３項の規定による変更（第34条におい
て「第３項変更」という。）をしなければ同項
の職員の小学校就学の始期に達するまでの子の
養育に著しい支障が生じると任命権者が認める
事情とする。 

 
（部分休業をしている職員の給与の取扱い） 

第33条 職員が育児休業法第19条第１項に規定す
る部分休業の承認を受けて勤務しない場合には
、その勤務しない１時間につき、職員の給与に
関する条例第６条、教育職員の給与に関する条
例第６条、警察職員の給与に関する条例第５条
、又は市町村立学校職員の給与に関する条例第
８条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減
額して支給する。 

 
（部分休業の承認の取消事由） 

第34条 育児休業法第19条第６項において準用す
る育児休業法第５条第２項の条例で定める事由
は、職員が第３項変更をしたときとする。 

につき定められた勤務時間から５時間45分を減
じた時間を超えない範囲内で（当該非常勤職員
が育児時間又は介護時間を承認されている場合
にあっては、当該時間を超えない範囲内で、か
つ、２時間から当該育児時間又は当該介護時間
を承認されている時間を減じた時間を超えない
範囲内で）行うものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（部分休業をしている職員の給与の取扱い） 

第33条 職員が部分休業の承認を受けて勤務しな
い場合には、その勤務しない１時間につき、職
員の給与に関する条例第６条、教育職員の給与
に関する条例第６条、警察職員の給与に関する
条例第５条、又は市町村立学校職員の給与に関
する条例第８条に規定する勤務１時間当たりの
給与額を減額して支給する。 

 
 
（部分休業の承認の取消事由） 

第34条 第14条の規定は、部分休業について準用
する。 

  

附 則 
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（施行期日） 

１ この条例は、令和７年10月１日から施行する。ただし、第27条から第30条までの改正規定は、公布の

日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第５号）による改正後の

地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第1 1 0号）第19条第２項第２号に掲げる範囲内に

おいて、この条例の施行の日から令和８年３月31日までの間における同条第１項に規定する部分休業の

承認の請求をする場合におけるこの条例による改正後の職員の育児休業等に関する条例第32条の４の規

定の適用については、同条第１号中「77時間30分」とあるのは「38時間45分」と、同条第２号中「10」

とあるのは「５」とする。 

（理由） 

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正により新設される第２号部分休業に関し必要な事項を

定めるとともに、所要の改正等を行うため、この条例案を提出するものであります。 
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議案第1 0 4号 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和７年６月10日提出 

和歌山県知事 宮 﨑   泉 

和歌山県条例第   号 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年和歌山県条例第６号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務） 
第８条の２ 任命権者は、次に掲げる職員が、人
事委員会規則で定めるところにより、当該子（
育児休業法第２条第１項に規定する子をいう。
以下この項、次条第１項から第３項まで、第17
条第１項及び第19条の２第２項において同じ。
）を養育するために請求した場合には、公務の
運営に支障がある場合を除き、人事委員会規則
で定めるところにより、当該職員に当該請求に
係る早出遅出勤務（始業及び終業の時刻を、職
員が育児又は介護を行うためのものとしてあら
かじめ定められた特定の時刻とする勤務時間の
割振りによる勤務をいう。第３項において同じ
。）をさせるものとする。 
(１)・(２) 略 

２ 前項（各号を除く。）の規定は、第15条第１
項に規定する要介護者を介護する職員について
準用する。この場合において、前項中「次に掲
げる職員が、人事委員会規則で定めるところに
より、当該子（育児休業法第２条第１項に規定
する子をいう。以下この項、次条第１項から第
３項まで、第17条第１項及び第19条の２第２項
において同じ。）を養育」とあるのは「第15条
第１項に規定する要介護者のある職員が、人事
委員会規則で定めるところにより、当該要介護
者を介護」と読み替えるものとする。 

 
３ 略 
 
（介護休暇） 

第15条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（
届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に
ある者を含む。以下この項において同じ。）、
父母、子、配偶者の父母その他人事委員会規則
で定める者（第19条の３第１項において「配偶
者等」という。）で負傷、疾病又は老齢により
人事委員会規則で定める期間にわたり日常生活
を営むのに支障があるものをいう。次条第１項
において同じ。）の介護をするため、任命権者
が、人事委員会規則の定めるところにより、職
員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護
を必要とする一の継続する状態ごとに、３回を
超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内
で指定する期間（次項及び次条第１項において
「指定期間」という。）内において勤務しない
ことが相当であると認められる場合における休
暇とする。 

２・３ 略 

（育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務） 
第８条の２ 任命権者は、次に掲げる職員が、人
事委員会規則で定めるところにより、当該子（
育児休業法第２条第１項に規定する子をいう。
以下この項、次条第１項から第３項まで及び第
17条第１項において同じ。）を養育するために
請求した場合には、公務の運営に支障がある場
合を除き、人事委員会規則で定めるところによ
り、当該職員に当該請求に係る早出遅出勤務（
始業及び終業の時刻を、職員が育児又は介護を
行うためのものとしてあらかじめ定められた特
定の時刻とする勤務時間の割振りによる勤務を
いう。第３項において同じ。）をさせるものと
する。 
(１)・(２) 略 

２ 前項（各号を除く。）の規定は、第15条第１
項に規定する要介護者を介護する職員について
準用する。この場合において、前項中「次に掲
げる職員が、人事委員会規則で定めるところに
より、当該子（職員の育児休業等に関する条例
（平成４年和歌山県条例第９号）第２条の２各
号に掲げる者を含む。以下この項及び次条第１
項から第３項までにおいて同じ。）を養育」と
あるのは「第15条第１項に規定する要介護者の
ある職員が、人事委員会規則で定めるところに
より、当該要介護者を介護」と読み替えるもの
とする。 

３ 略 
 
（介護休暇） 

第15条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（
届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に
ある者を含む。以下この項において同じ。）、
父母、子、配偶者の父母その他人事委員会規則
で定める者（第19条の２第１項において「配偶
者等」という。）で負傷、疾病又は老齢により
人事委員会規則で定める期間にわたり日常生活
を営むのに支障があるものをいう。次条第１項
において同じ。）の介護をするため、任命権者
が、人事委員会規則の定めるところにより、職
員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護
を必要とする一の継続する状態ごとに、３回を
超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内
で指定する期間（次項及び次条第１項において
「指定期間」という。）内において勤務しない
ことが相当であると認められる場合における休
暇とする。 

２・３ 略 
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（子育て部分休暇） 

第17条 子育て部分休暇は、職員（育児短時間勤
務職員等、任期付短時間勤務職員及び育児休業
法第19条第１項の規定による部分休業の対象と
なる職員を除く。）が小学校、義務教育学校の
前期課程又は特別支援学校の小学部に就学して
いる子（満９歳に達した日の属する学年が終わ
る日に達するまでの子に限る。）を養育するた
め、１日の勤務時間の全部又は一部につき勤務
しないことが相当であると認められる場合にお
ける休暇とする。 

２ 子育て部分休暇の時間は、次の各号に掲げる
範囲内のうちいずれかの範囲内で必要と認めら
れる時間とする。 
(１) １日につき２時間を超えない範囲内 
(２) １年につき77時間30分を超えない範囲内 

３ 略 
 
（妊娠又は出産等についての申出をした職員等
に対する意向確認等） 

第19条の２ 任命権者は、職員の育児休業等に関
する条例（平成４年和歌山県条例第９号）第35
条第１項の措置を講ずるに当たっては、同項の
規定による申出をした職員（以下この項におい
て「申出職員」という。）に対して、次に掲げ
る措置を講じなければならない。 
(１) 申出職員の仕事と育児との両立に資する制

度又は措置（次号において「出生時両立支援
制度等」という。）その他の事項を知らせる
ための措置 

(２) 出生時両立支援制度等の請求又は申出（次
項第２号、次条及び第19条の４において「請
求等」という。）に係る申出職員の意向を確
認するための措置 

(３) 職員の育児休業等に関する条例第35条第１
項の規定による申出に係る子の心身の状況又
は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因
して当該子の出生の日以後に発生し、又は発
生することが予想される職業生活と家庭生活
との両立の支障となる事情の改善に資する事
項に係る申出職員の意向を確認するための措
置 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職
員（以下この項において「対象職員」という。
）に対して、人事委員会規則で定める期間内に
、次に掲げる措置を講じなければならない。 
(１) 対象職員の仕事と育児との両立に資する制

度又は措置（次号において「育児期両立支援
制度等」という。）その他の事項を知らせる
ための措置 

(２) 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象
職員の意向を確認するための措置 

(３) 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況
又は育児に関する対象職員の家庭の状況に起
因して発生し、又は発生することが予想され
る職業生活と家庭生活との両立の支障となる
事情の改善に資する事項に係る対象職員の意
向を確認するための措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の
規定により意向を確認した事項の取扱いに当た
っては、当該意向に配慮しなければならない。 

 
（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職
員に対する意向確認等） 

第19条の３ 任命権者は、職員が当該任命権者に
対し、配偶者等が当該職員の介護を必要とする
状況に至ったことを申し出たときは、当該職員
に対して、仕事と介護との両立に資する制度又
は措置（以下この条及び次条において「介護両

 
（子育て部分休暇） 

第17条 子育て部分休暇は、職員（育児短時間勤
務職員等、任期付短時間勤務職員及び育児休業
法第19条第１項の規定による部分休業の対象と
なる職員を除く。）が小学校、義務教育学校の
前期課程又は特別支援学校の小学部に就学して
いる子（満９歳に達した日の属する学年が終わ
る日に達するまでの子に限る。）を養育するた
め、１日の勤務時間の一部につき勤務しないこ
とが相当であると認められる場合における休暇
とする。 

２ 子育て部分休暇の時間は、１日につき２時間
を超えない範囲内で必要と認められる時間とす
る。 

 
 
３ 略 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職
員に対する意向確認等） 

第19条の２ 任命権者は、職員が当該任命権者に
対し、配偶者等が当該職員の介護を必要とする
状況に至ったことを申し出たときは、当該職員
に対して、仕事と介護との両立に資する制度又
は措置（以下この条及び次条において「介護両
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立支援制度等」という。）その他の事項を知ら
せるとともに、介護両立支援制度等の請求等に
係る当該職員の意向を確認するための面談その
他の人事委員会規則で定める措置を講じなけれ
ばならない。 

 
２ 略 
 
第19条の４ 略 

立支援制度等」という。）その他の事項を知ら
せるとともに、介護両立支援制度等の請求又は
申出（次条において「請求等」という。）に係
る当該職員の意向を確認するための面談その他
の人事委員会規則で定める措置を講じなければ
ならない。 

２ 略 
 
第19条の３ 略 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年10月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の職員の勤務時間、休暇等に関する条例（次項において「新条例」という。） 

第17条第２項第２号に掲げる範囲内において、この条例の施行の日（次項において「施行日」という。）

から令和８年３月31日までの間における同条第１項に規定する子育て部分休暇の承認の請求をする場合 

における同号の規定の適用については、同号中「77時間30分」とあるのは、「38時間45分」とする。 

３ 任命権者は、施行日前においても、新条例第19条の２第２項の規定の例により、同項各号に掲げる措

置を講ずることができる。この場合において、その講じられた措置は、施行日以後は、同項の規定によ

り講じられたものとみなす。 

（理由） 

子育て部分休暇について、１年につき77時間30分を超えない範囲内で１日の勤務時間の全部又は一部に

ついて勤務しないことを選択できるようにするとともに、妊娠又は出産等についての申出をした職員等に

対する意向確認等に関し必要な事項を定めるほか、所要の改正等を行うため、この条例案を提出するもの

であります。 
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議案第1 0 5号 

和歌山県税条例の一部を改正する条例 

和歌山県税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和７年６月10日提出 

和歌山県知事 宮 﨑   泉 

和歌山県条例第   号 

和歌山県税条例の一部を改正する条例 

和歌山県税条例（昭和25年和歌山県条例第37号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（所得控除） 
第22条 所得割の納税義務者については、前条の
規定によって算定した総所得金額、退職所得金
額又は山林所得金額から法第34条の規定により
雑損控除額、医療費控除額、社会保険料控除額
、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控
除額、地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦
控除額、ひとり親控除額、勤労学生控除額、配
偶者控除額、配偶者特別控除額、扶養控除額、
特定親族特別控除額及び基礎控除額を控除する
。 

 
（法人の県民税の申告納付の期間） 

第33条 県民税の納税義務がある法人が県民税に
ついてすべき申告納付の期間は、次の各号に掲
げる区分に従い、それぞれ当該各号に定めると
ころによる。 
(１) 法人税法第71条第１項（同法第72条第１項

の規定が適用される場合を含む。）、第74条
第１項、第88条（同法第1 4 5条の13において
準用する場合を含む。）、第89条（同法第14
５条の13において準用する場合を含む。）、
第1 4 4条の３第１項（同法第1 4 4条の４第１
項の規定が適用される場合を含む。）又は第
1 4 4条の６第１項の規定により法人税に係る
申告書を提出する義務がある法人は、当該申
告書の提出期間 

(２) 略 
 

附 則 
10の８の２ 略 
 
（加熱式たばこに係る県たばこ税の課税標準の
特例） 

10の９ 令和８年４月１日以後に第42条の32の２
第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しく
は消費等が行われた加熱式たばこ（第42条の32
第１号オに掲げる加熱式たばこをいい、第42条
の33の２の規定により製造たばことみなされる
ものを含む。以下この項及び次項において同じ
。）に係る第42条の34第１項の製造たばこの本
数は、同条第３項の規定にかかわらず、当分の
間、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に
定める方法により換算した紙巻たばこ（第42条
の32第１号アに掲げる紙巻たばこをいう。以下
この項において同じ。）の本数によるものとす
る。 
(１) 葉たばこ（たばこ事業法第２条第２号に規

（所得控除） 
第22条 所得割の納税義務者については、前条の
規定によって算定した総所得金額、退職所得金
額又は山林所得金額から法第34条の規定により
雑損控除額、医療費控除額、社会保険料控除額
、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控
除額、地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦
控除額、ひとり親控除額、勤労学生控除額、配
偶者控除額、配偶者特別控除額、扶養控除額及
び基礎控除額を控除する。 

 
 
（法人の県民税の申告納付の期間） 

第33条 県民税の納税義務がある法人が県民税に
ついてすべき申告納付の期間は、次の各号に掲
げる区分に従い、それぞれ当該各号に定めると
ころによる。 
(１) 法人税法第71条第１項（同法第72条第１項

の規定が適用される場合を含む。）、第74条
第１項、第88条（同法第1 4 5条の５において
準用する場合を含む。）、第89条（同法第14
５条の５において準用する場合を含む。）、
第1 4 4条の３第１項（同法第1 4 4条の４第１
項の規定が適用される場合を含む。）又は第
1 4 4条の６第１項の規定により法人税に係る
申告書を提出する義務がある法人は、当該申
告書の提出期間 

(２) 略 
 

附 則 
10の８の２ 略 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

-14-



 

 

定する葉たばこをいう。）を原料の全部又は
一部としたものを紙その他これに類する材料
のもので巻いた加熱式たばこ（当該葉たばこ
を原料の全部又は一部としたものを施行規則
附則第４条の２で定めるところにより直接加
熱することによって喫煙の用に供されるもの
に限る。） 当該加熱式たばこの重量（フィ
ルターその他の施行規則附則第４条の３で定
めるものに係る部分の重量を除く。以下この
項において同じ。）の0.35グラムをもって紙
巻たばこの１本に換算する方法。ただし、当
該加熱式たばこの１本当たりの重量が0.35グ
ラム未満である場合にあっては、当該加熱式
たばこの１本をもって紙巻たばこの１本に換
算する方法 

(２) 前号に掲げるもの以外の加熱式たばこ 当
該加熱式たばこの重量の0 . 2グラムをもって
紙巻たばこの１本に換算する方法。ただし、
当該加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの
重量が４グラム未満である場合にあっては、
当該加熱式たばこの品目ごとの１個をもって
紙巻たばこの20本に換算する方法 

 
10の10 前項第２号に掲げる加熱式たばこ（第42
条の33の２の規定により製造たばことみなされ
るものに限る。）のうち、同項第１号に掲げる
加熱式たばこと併せて喫煙の用に供されるもの
その他の施行令附則第10条で定めるものについ
ては、同項第２号ただし書の規定は、適用しな
い。 

 
（中小法人に対する県民税の不均一課税） 

14の４～14の７ 略 
 
14の８ 法人税法第71条第１項、第88条（同法第
1 4 5条の13において準用する場合を含む。）又
は第1 4 4条の３第１項の規定により法人税に係
る申告書を提出する義務がある法人の法人税額
が年1,000万円以下であるかどうかの判定は、
当該事業年度開始の日以後６月を経過した日の
前日までに前事業年度の法人税割として納付し
た税額及び納付すべきことが確定した税額の合
計額の課税標準となる法人税額を前事業年度の
月数で除して得た額に12を乗じて計算した金額
によるものとする。 

 
14の９ 略 
 
（狩猟税の税率の特例） 

22の３ 令和11年３月31日までに受ける狩猟者の
登録であって、当該狩猟者の登録を受ける者が
鳥獣保護管理法第56条に規定する申請書（以下
この項において「狩猟者登録の申請書」という
。）を提出する日前１年以内の期間（以下この
項及び次項において「特定捕獲等期間」という
。）に県内の区域を対象とする鳥獣保護管理法
第９条第１項の規定による許可を受け、当該許
可に係る鳥獣の捕獲等（以下この項及び次項に
おいて「許可捕獲等」という。）を行った場合
における狩猟税の税率は、第1 3 3条第１項の規
定にかかわらず、同項に規定する税率に２分の
１を乗じた税率（以下この項において「軽減税
率」という。）とする。ただし、軽減税率が適
用される狩猟者の登録（以下この項において「
軽減税率適用登録」という。）の要件を満たす
者が、特定捕獲等期間に許可捕獲等を行った後
、軽減税率適用登録の対象となる狩猟期間（鳥
獣保護管理法第２条第10項に規定する狩猟期間
をいう。以下この項において同じ。）の直近の
狩猟期間について狩猟者登録の申請書を提出し

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（中小法人に対する県民税の不均一課税） 

14の４～14の７ 略 
 
14の８ 法人税法第71条第１項、第88条（同法第
1 4 5条の５において準用する場合を含む。）又
は第1 4 4条の３第１項の規定により法人税に係
る申告書を提出する義務がある法人の法人税額
が年1,000万円以下であるかどうかの判定は、
当該事業年度開始の日以後６月を経過した日の
前日までに前事業年度の法人税割として納付し
た税額及び納付すべきことが確定した税額の合
計額の課税標準となる法人税額を前事業年度の
月数で除して得た額に12を乗じて計算した金額
によるものとする。 

 
14の９ 略 
 
（狩猟税の税率の特例） 

22の３ 令和11年３月31日までに受ける狩猟者の
登録であって、当該狩猟者の登録を受ける者が
鳥獣保護管理法第56条に規定する申請書（以下
この項において「狩猟者登録の申請書」という
。）を提出する日前１年以内の期間（以下この
項及び次項において「特定捕獲等期間」という
。）に県内の区域を対象とする鳥獣保護管理法
第９条第１項の規定による許可を受け、当該許
可に係る鳥獣の捕獲等（以下この項及び次項に
おいて「許可捕獲等」という。）を行った場合
における狩猟税の税率は、第1 3 3条第１項の規
定にかかわらず、同項に規定する税率に２分の
１を乗じた税率（以下この項において「軽減税
率」という。）とする。ただし、軽減税率が適
用される狩猟者の登録（以下この項において「
軽減税率適用登録」という。）の要件を満たす
者が、特定捕獲等期間に許可捕獲等を行った後
、軽減税率適用登録の対象となる狩猟期間（鳥
獣保護管理法第２条第９項に規定する狩猟期間
をいう。以下この項において同じ。）の直近の
狩猟期間について狩猟者登録の申請書を提出し
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、既にその狩猟者の登録を受けた場合には、こ
の限りでない。 

 
22の４ 略 
 
（東日本大震災に係る被災居住用財産に係る譲
渡期限の延長等の特例） 

25 その有する家屋でその居住の用に供していた
ものが警戒区域設定指示等（震災特例法第11条
の６第３項に規定する警戒区域設定指示等をい
う。以下この項及び次項において同じ。）が行
われた日において当該警戒区域設定指示等の対
象区域内に所在し、当該警戒区域設定指示等が
行われたことによりその居住の用に供すること
ができなくなった県民税の所得割の納税義務者
が、当該居住の用に供することができなくなっ
た家屋又は当該家屋及び当該家屋の敷地の用に
供されている土地等（震災特例法第11条の６第
１項に規定する土地等をいう。以下この項から
附則第25項の４までにおいて同じ。）の譲渡（
震災特例法第11条の４第６項に規定する譲渡を
いう。次項から附則第25項の４までにおいて同
じ。）をした場合には、次の表の左欄に掲げる
規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同
表の右欄に掲げる字句として、附則第13項から
第13項の８までの規定を適用する。 

附則
第13
項 

第35条第１
項 

第35条第１項（東日本大
震災の被災者等に係る国
税関係法律の臨時特例に
関する法律第11条の６第
１項の規定により適用さ
れる場合を含む。） 

略 略 

附則
第13
項の
４ 

第35条の３
まで、第36
条の２、第
36条の５ 

第34条の３まで、第35条
（東日本大震災の被災者
等に係る国税関係法律の
臨時特例に関する法律第
11条の６第１項の規定に
より適用される場合を含
む。）、第35条の２、第
35条の３、第36条の２若
しくは第36条の５（これ
らの規定が東日本大震災
の被災者等に係る国税関
係法律の臨時特例に関す
る法律第11条の６第１項
の規定により適用される
場合を含む。） 

附則
第13
項の
５ 

租税特別措
置法第31条
の３第１項 

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律第11
条の６第１項の規定によ
り適用される租税特別措
置法第31条の３第１項 

附則
第13
項の
７ 

第35条第１
項 

第35条第１項（東日本大
震災の被災者等に係る国
税関係法律の臨時特例に
関する法律第11条の６第
１項の規定により適用さ
れる場合を含む。） 

略 略 

 
25の２ その有していた家屋でその居住の用に供
していたものが警戒区域設定指示等が行われた
日において当該警戒区域設定指示等の対象区域

、既にその狩猟者の登録を受けた場合には、こ
の限りでない。 

 
22の４ 略 
 
（東日本大震災に係る被災居住用財産に係る譲
渡期限の延長等の特例） 

25 その有する家屋でその居住の用に供していた
ものが警戒区域設定指示等（震災特例法第11条
の７第３項に規定する警戒区域設定指示等をい
う。以下この項及び次項において同じ。）が行
われた日において当該警戒区域設定指示等の対
象区域内に所在し、当該警戒区域設定指示等が
行われたことによりその居住の用に供すること
ができなくなった県民税の所得割の納税義務者
が、当該居住の用に供することができなくなっ
た家屋又は当該家屋及び当該家屋の敷地の用に
供されている土地等（震災特例法第11条の７第
１項に規定する土地等をいう。以下この項から
附則第25項の４までにおいて同じ。）の譲渡（
震災特例法第11条の４第６項に規定する譲渡を
いう。次項から附則第25項の４までにおいて同
じ。）をした場合には、次の表の左欄に掲げる
規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同
表の右欄に掲げる字句として、附則第13項から
第13項の８までの規定を適用する。 

附則
第13
項 

第35条第１
項 

第35条第１項（東日本大
震災の被災者等に係る国
税関係法律の臨時特例に
関する法律第11条の７第
１項の規定により適用さ
れる場合を含む。） 

略 略 

附則
第13
項の
４ 

第35条の３
まで、第36
条の２、第
36条の５ 

第34条の３まで、第35条
（東日本大震災の被災者
等に係る国税関係法律の
臨時特例に関する法律第
11条の７第１項の規定に
より適用される場合を含
む。）、第35条の２、第
35条の３、第36条の２若
しくは第36条の５（これ
らの規定が東日本大震災
の被災者等に係る国税関
係法律の臨時特例に関す
る法律第11条の７第１項
の規定により適用される
場合を含む。） 

附則
第13
項の
５ 

租税特別措
置法第31条
の３第１項 

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律第11
条の７第１項の規定によ
り適用される租税特別措
置法第31条の３第１項 

附則
第13
項の
７ 

第35条第１
項 

第35条第１項（東日本大
震災の被災者等に係る国
税関係法律の臨時特例に
関する法律第11条の７第
１項の規定により適用さ
れる場合を含む。） 

略 略 

 
25の２ その有していた家屋でその居住の用に供
していたものが警戒区域設定指示等が行われた
日において当該警戒区域設定指示等の対象区域
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内に所在し、当該警戒区域設定指示等が行われ
たことによりその居住の用に供することができ
なくなった県民税の所得割の納税義務者（以下
この項において「被相続人」という。）の相続
人（震災特例法第11条の６第２項に規定する相
続人をいう。以下この項において同じ。）が、
当該居住の用に供することができなくなった家
屋又は当該家屋及び当該家屋の敷地の用に供さ
れている土地等の譲渡をした場合（当該譲渡の
時までの期間当該家屋及び当該家屋の敷地の用
に供されている土地等を当該相続人の居住の用
に供していない場合に限る。）における当該家
屋及び当該家屋の敷地の用に供されている土地
等（当該家屋及び当該家屋の敷地の用に供され
ている土地等のうちにその居住の用に供するこ
とができなくなった時の直前において当該家屋
に居住していた者以外の者が所有していた部分
があるときは、当該家屋及び当該家屋の敷地の
用に供されている土地等のうち当該部分以外の
部分に係るものに限る。以下この項において同
じ。）の譲渡については、当該相続人は、当該
家屋を当該被相続人がその取得をした日として
施行令で定める日から引き続き所有していたも
のと、当該直前において当該家屋の敷地の用に
供されている土地等を所有していたものとそれ
ぞれみなして、前項の規定により読み替えられ
た附則第13項から第13項の８までの規定を適用
する。 

 
25の３ その有していた家屋でその居住の用に供
していたものが東日本大震災（平成23年３月11
日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに
伴う原子力発電所の事故による災害をいう。）
により滅失（震災特例法第11条の６第４項に規
定する滅失をいう。以下この項及び次項におい
て同じ。）をしたことによりその居住の用に供
することができなくなった県民税の所得割の納
税義務者が、当該滅失をした当該家屋の敷地の
用に供されていた土地等の譲渡をした場合には
、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲
げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句
として、附則第６項の３又は附則第13項から第
13項の８までの規定を適用する。 

附則
第６
項の
３第
２号
イ 

第31条の３ 第31条の３（東日本大震
災の被災者等に係る国税
関係法律の臨時特例に関
する法律（平成23年法律
第29号）第11条の６第４
項の規定により適用され
る場合を含む。） 

附則
第13
項 

第35条第１
項 

第35条第１項（東日本大
震災の被災者等に係る国
税関係法律の臨時特例に
関する法律第11条の６第
４項の規定により適用さ
れる場合を含む。） 

略 略 
   

附則
第13
項の
４ 

第35条の３
まで、第36
条の２、第
36条の５ 

第34条の３まで、第35条
（東日本大震災の被災者
等に係る国税関係法律の
臨時特例に関する法律第
11条の６第４項の規定に
より適用される場合を含
む。）、第35条の２、第
35条の３、第36条の２若
しくは第36条の５（これ
らの規定が東日本大震災

内に所在し、当該警戒区域設定指示等が行われ
たことによりその居住の用に供することができ
なくなった県民税の所得割の納税義務者（以下
この項において「被相続人」という。）の相続
人（震災特例法第11条の７第２項に規定する相
続人をいう。以下この項において同じ。）が、
当該居住の用に供することができなくなった家
屋又は当該家屋及び当該家屋の敷地の用に供さ
れている土地等の譲渡をした場合（当該譲渡の
時までの期間当該家屋及び当該家屋の敷地の用
に供されている土地等を当該相続人の居住の用
に供していない場合に限る。）における当該家
屋及び当該家屋の敷地の用に供されている土地
等（当該家屋及び当該家屋の敷地の用に供され
ている土地等のうちにその居住の用に供するこ
とができなくなった時の直前において当該家屋
に居住していた者以外の者が所有していた部分
があるときは、当該家屋及び当該家屋の敷地の
用に供されている土地等のうち当該部分以外の
部分に係るものに限る。以下この項において同
じ。）の譲渡については、当該相続人は、当該
家屋を当該被相続人がその取得をした日として
施行令で定める日から引き続き所有していたも
のと、当該直前において当該家屋の敷地の用に
供されている土地等を所有していたものとそれ
ぞれみなして、前項の規定により読み替えられ
た附則第13項から第13項の８までの規定を適用
する。 

 
25の３ その有していた家屋でその居住の用に供
していたものが東日本大震災（平成23年３月11
日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに
伴う原子力発電所の事故による災害をいう。）
により滅失（震災特例法第11条の７第４項に規
定する滅失をいう。以下この項及び次項におい
て同じ。）をしたことによりその居住の用に供
することができなくなった県民税の所得割の納
税義務者が、当該滅失をした当該家屋の敷地の
用に供されていた土地等の譲渡をした場合には
、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲
げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句
として、附則第６項の３又は附則第13項から第
13項の８までの規定を適用する。 

附則
第６
項の
３第
２号
イ 

第31条の３ 第31条の３（東日本大震
災の被災者等に係る国税
関係法律の臨時特例に関
する法律（平成23年法律
第29号）第11条の７第４
項の規定により適用され
る場合を含む。） 

附則
第13
項 

第35条第１
項 

第35条第１項（東日本大
震災の被災者等に係る国
税関係法律の臨時特例に
関する法律第11条の７第
４項の規定により適用さ
れる場合を含む。） 

略 略 
   

附則
第13
項の
４ 

第35条の３
まで、第36
条の２、第
36条の５ 

第34条の３まで、第35条
（東日本大震災の被災者
等に係る国税関係法律の
臨時特例に関する法律第
11条の７第４項の規定に
より適用される場合を含
む。）、第35条の２、第
35条の３、第36条の２若
しくは第36条の５（これ
らの規定が東日本大震災
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の被災者等に係る国税関
係法律の臨時特例に関す
る法律第11条の６第４項
の規定により適用される
場合を含む。） 

   

附則
第13
項の
５ 

租税特別措
置法第31条
の３第１項 

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律第11
条の６第４項の規定によ
り適用される租税特別措
置法第31条の３第１項 

附則
第13
項の
７ 

第35条第１
項 

第35条第１項（東日本大
震災の被災者等に係る国
税関係法律の臨時特例に
関する法律第11条の６第
４項の規定により適用さ
れる場合を含む。） 

略 略 

 
25の４ その有していた家屋でその居住の用に供
していたものが東日本大震災により滅失をした
ことによりその居住の用に供することができな
くなった県民税の所得割の納税義務者（以下こ
の項において「被相続人」という。）の相続人
（震災特例法第11条の６第５項に規定する相続
人をいう。以下この項において同じ。）が、当
該滅失をした旧家屋（同条第５項に規定する旧
家屋をいう。以下この項において同じ。）の敷
地の用に供されていた土地等の譲渡をした場合
（当該譲渡の時までの期間当該土地等を当該相
続人の居住の用に供する家屋の敷地の用に供し
ていない場合に限る。）における当該土地等（
当該土地等のうちにその居住の用に供すること
ができなくなった時の直前において旧家屋に居
住していた者以外の者が所有していた部分があ
るときは、当該土地等のうち当該部分以外の部
分に係るものに限る。以下この項において同じ
。）の譲渡については、当該相続人は、当該旧
家屋を当該被相続人がその取得をした日として
施行令で定める日から引き続き所有していたも
のと、当該直前において当該旧家屋の敷地の用
に供されていた土地等を所有していたものとそ
れぞれみなして、前項の規定により読み替えら
れた附則第６項の３又は附則第13項から第13項
の８までの規定を適用する。 

 
26 略 

の被災者等に係る国税関
係法律の臨時特例に関す
る法律第11条の７第４項
の規定により適用される
場合を含む。） 

   

附則
第13
項の
５ 

租税特別措
置法第31条
の３第１項 

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律第11
条の７第４項の規定によ
り適用される租税特別措
置法第31条の３第１項 

附則
第13
項の
７ 

第35条第１
項 

第35条第１項（東日本大
震災の被災者等に係る国
税関係法律の臨時特例に
関する法律第11条の７第
４項の規定により適用さ
れる場合を含む。） 

略 略 

 
25の４ その有していた家屋でその居住の用に供
していたものが東日本大震災により滅失をした
ことによりその居住の用に供することができな
くなった県民税の所得割の納税義務者（以下こ
の項において「被相続人」という。）の相続人
（震災特例法第11条の７第５項に規定する相続
人をいう。以下この項において同じ。）が、当
該滅失をした旧家屋（同条第５項に規定する旧
家屋をいう。以下この項において同じ。）の敷
地の用に供されていた土地等の譲渡をした場合
（当該譲渡の時までの期間当該土地等を当該相
続人の居住の用に供する家屋の敷地の用に供し
ていない場合に限る。）における当該土地等（
当該土地等のうちにその居住の用に供すること
ができなくなった時の直前において旧家屋に居
住していた者以外の者が所有していた部分があ
るときは、当該土地等のうち当該部分以外の部
分に係るものに限る。以下この項において同じ
。）の譲渡については、当該相続人は、当該旧
家屋を当該被相続人がその取得をした日として
施行令で定める日から引き続き所有していたも
のと、当該直前において当該旧家屋の敷地の用
に供されていた土地等を所有していたものとそ
れぞれみなして、前項の規定により読み替えら
れた附則第６項の３又は附則第13項から第13項
の８までの規定を適用する。 

 
26 略 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する。 

(１) 附則第22項の３の改正規定 公布の日又は鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律の

一部を改正する法律（令和７年法律第28号）の施行の日のいずれか遅い日 

(２) 第22条及び附則第25項から第25項の４までの改正規定並びに次項の規定 令和８年１月１日 

（個人の県民税に関する経過措置） 

２ この条例による改正後の和歌山県税条例（次項及び附則第４項において「新条例」という。）第22条

の規定は、令和８年度以後の年度分の個人の県民税について適用し、令和７年度分までの個人の県民税 
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については、なお従前の例による。 

（県たばこ税に関する経過措置） 

３ 次項に定めるものを除き、この条例の施行の日前に課した、又は課すべきであった加熱式たばこ（新

条例附則第10項の９に規定する加熱式たばこをいう。次項において同じ。）に係る県たばこ税について

は、なお従前の例による。 

４ 令和８年４月１日から同年９月30日までの間に、和歌山県税条例第42条の32の２第１項の売渡し又は

同条第２項の売渡し若しくは消費等が行われた加熱式たばこに係る同条例第42条の34第１項の製造たば

この本数は、同条第３項並びに新条例附則第10項の９及び第10項の10の規定にかかわらず、次に掲げる

製造たばこの本数の合計数によるものとする。 

(１) 和歌山県税条例第42条の34第３項の規定により換算した紙巻たばこ（新条例附則第10項の９に規定

する紙巻たばこをいう。次号において同じ。）の本数に0 . 5を乗じて計算した製造たばこの本数 

(２) 新条例附則第10項の９及び第10項の10の規定により換算した紙巻たばこの本数に0 . 5を乗じて計算

した製造たばこの本数 

（理由） 

地方税法等の一部改正に伴い、個人の県民税の所得割の納税義務者について、総所得金額等から特定親

族特別控除額を控除することとするとともに、加熱式たばこに係る県たばこ税の課税標準の特例を設ける

ほか、規定の整備を行うため、この条例案を提出するものであります。 

-19-



 

 

議案第1 0 6号 

和歌山県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 

和歌山県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和７年６月10日提出 

和歌山県知事 宮 﨑   泉 

和歌山県条例第   号 

和歌山県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 

和歌山県の事務処理の特例に関する条例（平成11年和歌山県条例第38号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（市町村が処理する事務の範囲等） 
第２条 次の表の左欄に掲げる事務は、それぞれ
右欄に掲げる市町村が処理することとする。 

事務 市町村 

略 

44 景観法（平成16年法律第1 1 0号
。以下この項において「法」とい
う。）、和歌山県景観条例（平成
20年和歌山県条例第21号。以下こ
の項において「条例」という。）
及び条例の施行のための規則に基
づく事務のうち、次に掲げるもの 
(１)～(３) 略 

各市町
村（和
歌山市
、田辺
市、高
野町、
有田川
町及び
白浜町
を除く
。） 

略 
 

（市町村が処理する事務の範囲等） 
第２条 次の表の左欄に掲げる事務は、それぞれ
右欄に掲げる市町村が処理することとする。 

事務 市町村 

略 

44 景観法（平成16年法律第1 1 0号
。以下この項において「法」とい
う。）、和歌山県景観条例（平成
20年和歌山県条例第21号。以下こ
の項において「条例」という。）
及び条例の施行のための規則に基
づく事務のうち、次に掲げるもの 
(１)～(３) 略 

各市町
村（和
歌山市
、田辺
市、高
野町及
び有田
川町を
除く。
） 
 

略 
   

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

（理由） 

白浜町が景観行政団体となったことに伴い、規定の整備を行うため、この条例案を提出するものであり

ます。 
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議案第1 0 7号 

警察官に対する支給品及び貸与品に関する条例の一部を改正する条例 

警察官に対する支給品及び貸与品に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和７年６月10日提出 

和歌山県知事 宮 﨑   泉 

和歌山県条例第   号 

警察官に対する支給品及び貸与品に関する条例の一部を改正する条例 

警察官に対する支給品及び貸与品に関する条例（昭和29年和歌山県条例第26号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（支給品） 
第２条 略 
２ 略 
３ 警察官に任命後初めて支給品を支給する場合
には、第１項の規定にかかわらず、冬服、合服
及び夏服ズボンについては２着、夏服上衣、冬
ワイシャツ及び合ワイシャツについては３着、
冬ネクタイ及び合ネクタイについては２個とす
る。 

（支給品） 
第２条 略 
２ 略 
３ 警察官に任命後初めて支給品を支給する場合
には、第１項の規定にかかわらず、冬服、合服
及び夏服ズボン又は夏服スカートについては２
着、夏服上衣、冬ワイシャツ及び合ワイシャツ
については３着、冬ネクタイ及び合ネクタイに
ついては２個とする。 

  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

（理由） 

警察官の服制に関する規則の一部改正に伴い、規定の整備を行うため、この条例案を提出するものであ

ります。 
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議案第1 0 8号 

和歌山県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例 

和歌山県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和７年６月10日提出 

和歌山県知事 宮 﨑   泉 

和歌山県条例第   号 

和歌山県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例 

和歌山県使用料及び手数料条例（昭和22年和歌山県条例第28号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

別表第１（第２条関係） 
１ 授業料 

(１)～(８) 略 
備考 
１～３ 略 
４ 高等看護学院、なぎ看護学校又は農林
大学校の授業料については、大学等にお
ける修学の支援に関する法律（令和元年
法律第８号）第４条第１項の規定により
知事が認定した授業料等減免対象者に対
して、同項の規定により減免を行うもの
とする。 

５ 略 
２ 入学金 

(１)～(４) 略 
備考 高等看護学院又はなぎ看護学校の入学
金については、大学等における修学の支援
に関する法律第４条第１項の規定により知
事が認定した授業料等減免対象者に対して
、同項の規定により減免を行うものとする
。 

３～33 略 

別表第１（第２条関係） 
１ 授業料 

(１)～(８) 略 
備考 
１～３ 略 
４ 高等看護学院、なぎ看護学校又は農林
大学校の授業料については、大学等にお
ける修学の支援に関する法律（令和元年
法律第８号）第８条第１項の規定により
知事が認定した授業料等減免対象者に対
して、同項の規定により減免を行うもの
とする。 

５ 略 
２ 入学金 

(１)～(４) 略 
備考 高等看護学院又はなぎ看護学校の入学
金については、大学等における修学の支援
に関する法律第８条第１項の規定により知
事が認定した授業料等減免対象者に対して
、同項の規定により減免を行うものとする
。 

３～33 略 
  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

（理由） 

大学等における修学の支援に関する法律の一部改正に伴い、規定の整備を行うため、この条例案を提出

するものであります。 
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議案第1 0 9号 

 

令和７年度建設事業施行に伴う市町村負担金について 

 

令和７年度において県が施行する土木その他の建設事業により利益を受ける市から、下記により、負

担金を徴収いたしたいので、地方財政法（昭和23年法律第1 0 9号）第27条第２項の規定により議会の議

決を求める。 

 

令和７年６月10日提出 

 

和歌山県知事 宮 﨑   泉 

 

記 

 

ただし、事業費に増減を生じた場合は、負担割合に応じて知事において負担金の額を増減することが

できる。 

 

負担市町村名 事 業 費 負 担 金 の 額

〔 一 般 会 計 〕 千円 千円 

海 南 市 事業費の 0.100災 害 緊 急 が け 崩 れ 対 策 7,200 720

（県土整備部関係）

事 業 種 別 負 担 率
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議案第1 1 0号 

 

工事請負変更契約の締結について 

 

建設工事の請負変更契約を下記要領により締結したいので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得又は処分に関する条例（昭和39年和歌山県条例第１号）第２条の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年６月10日提出 

 

和歌山県知事 宮 﨑   泉 

 

記 

工 事 箇 所 工 事 名 

契 約 金 額 

変更前 変更後 

    

西牟婁郡すさみ町周参

見外地内 

すさみ古座線（仮称２号トンネ

ル）道路改良工事 

3,740,107,800 円 3,992,699,700 円 

    

契 約 の 相 手 

 

鴻池・三友・中林建設工事共同企業体 

（代表者）株式会社鴻池組大阪本店 

大阪府大阪市中央区北久宝寺町三丁目６番１号 

三友工業株式会社 

和歌山県和歌山市湊二丁目 12 番 27 号 

中林建設株式会社 

大阪府大阪市浪速区大国二丁目１番 19 号 
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